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特定事業用資産等についての課税価格の計算明細書

　この欄は、「特定事業用資産の特例」を適用し、かつ、「小規模宅地等の特例」又は「特定計画山林の特例」を適用する場合
に記入します。

となり得る



　「(1）小規模宅地等の特例の適用を受ける面積」の「②特例の適用を受ける面積」の計算は、次の算式によ

り計算します。

（注） 　上記の［特定居住用宅地等の面積］、［特定事業用宅地等及び特定同族会社事業用宅地等の面積の合計］

及び［貸付事業用宅地等の面積］とは、申告書第 11 表・ll の２表の付表１の「○「限度面積要件」の判定」

欄の 1 特定居住用宅地等の⑩欄の面積、2 特定事業用宅地等及び 3 特定同族会社事業用宅地等の⑩欄

の面積の合計及び4貸付事業用宅地等の⑩欄の面積です。

（令元.7）


